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港区消防団運営委員会委員名簿 資料１

R5.10.1現在

職名 選出区分 氏　名

委員長 区長 武井
たけい

　雅昭
まさあき 退任

まで

委員 学識経験者 菅野
かんの

　弘一
こういち

2年

委員 学識経験者 入江
いりえ

　のぶこ 2年

委員 学識経験者 丸
まる

　哲夫
てつお

2年

委員 学識経験者 伊関
いせき

　則子
のりこ

2年

委員 区議会議員 野本
のもと

　たつや 2年

委員 区議会議員 三田
みた

　あきら 2年

委員 区議会議員 兵藤
ひょうどう

　ゆうこ 2年

委員 区議会議員 根本
ねもと

　ゆう 2年

委員 区議会議員 なかまえ　由紀
ゆき

2年

委員  芝消防署長 喜多
きた

　洋樹
ひろき 退任

まで

委員 麻布消防署長 矢野
やの

　英一
えいいち 退任

まで

委員 赤坂消防署長 清武
きよたけ

　直志
なおゆき 退任

まで

委員 高輪消防署長 宮川
みやかわ

　克
かつ

広
ひろ 退任

まで

委員  芝消防団長 櫻井
さくらい

　泉
いずみ 退任

まで

委員 麻布消防団長 志田
しだ

　周規
かねき 退任

まで

委員 赤坂消防団長 竹田
たけだ

　隆雄
たかお 退任

まで

委員 高輪消防団長 桺町
やなぎまち

　義夫
よしお 退任

まで

平成29.9.1～令和7.8.31

令和5.7.20～令和7.7.19

令和5.7.20～令和7.7.19

令和5.7.20～令和7.7.19

任期

平成16.6.28～

平成25.7.23～令和7.7.22

平成29.7.23～令和7.7.22

平成23.12.13～令和7.8.31

令和5.7.20～令和7.7.19

令和4.4.1～

令和5.7.20～令和7.7.19

令和4.4.1～

令和5.10.1

令和4.10.1～

令和4.4.1～

令和5.4.1～

令和4.4.1～

令和4.4.1～



消防団運営委員会の概要等

１ 概要

１ 学識経験のある者 ６人以内（任期２年）
２ 特別区の議会の議員 ６人以内（任期２年）
３ 特別区内の消防署長
４ 特別区内の消防団長

委 員 （区長が委嘱）

東京都知事

（委嘱）

知事が委嘱する委員長及び区長が委嘱する委員をもって組織する。

委員長 （特別区長）

２ 組織図等

資料２

〇特別区において、消防は「特別区の区域を一の市とみなして」東京都がその管理を担うと消防組織法に規定されており、
消防団についても東京都がその事務を担っている。

〇特別区における消防団にかかわる役割は、特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例（平成１１年東京都条例
第１０６号）に基づき、消防団長の任命や東京都知事の附属機関として消防団運営委員会を設置することなどとなっている。

〇消防団運営委員会
１ 設置目的

消防団の組織の整備を図り、その運営を円滑に行うことを目的とする。
２ 所掌事務

消防団運営委員会は、知事の諮問に応じ、次の事項を審議して答申する。
⑴ 消防団の組織に関すること。
⑵ 消防団員の確保に関すること。
⑶ 消防団員の待遇改善に関すること。
⑷ 前各号のほか、上記の「設置目的」を達成するため必要な事項

３ 諮問から答申までの流れ

東京都知事

委員長 （特別区長）委員長 （特別区長）

（
答
申
）

委員長 （特別区長）委員長 （特別区長）

（
諮
問
）

東京都知事

（各答申の取りまとめ）

委員長 （特別区長）委員長 （特別区長）

東京都知事（
対
応
方
針
）

（特別区全体の答申）



（令和４年４月1日現在）

消防団数 定員〔名〕 現員〔名〕

特別区 ５８消防団 １６，０００ １，３４４１【２，７９３】

多摩地区 ３０消防団 ９，０６６ ７，６１２【２３７】

島しょ地区 １０団 １，５８７ １，０７４【２６】

計 ９８消防団 ２６，６５３ ２２，１２７【３，０５６】

※【 】内は女性消防団員数（内数）

資料２－２
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火災

１ 消火活動

２ 救護活動

３ 消防警戒区域の設定

４ 逃げ遅れ者などの情報収集

水災

１ 災害状況の情報収集、監視

２ 水防活動

３ 住民の避難に伴う誘導

震災

１ 地震の被害や逃げ遅れ者などの情報収集

２ 可搬ポンプなどを活用した消火活動

３ 住民の避難誘導やけが人の応急救護

４ 消防署隊の活動支援

災害の予防

年末年始や各種催物な
どの開催に伴う消防特別
警戒を実施し、災害の発
生を未然に防止します。

防火防災指導

防火防災に関す知識・技
術について、住民指導の
機会をとらえ、地域住民
に普及・啓発を図り、防災
行動の向上を図ります。
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３ 消防警戒区域の設定
４ 逃げ遅れ者などの情報収集

１ 消火活動
２ 救護活動
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１ 災害状況の情報収集、監視
２ 水防活動
３ 住民の避難に伴う誘導

１ 地震の被害や逃げ遅れ者などの情報収集
２ 可搬ポンプなどを活用した消火活動
３ 住民の避難誘導やけが人の応急救護
４ 消防署隊の活動支援
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年末年始や各種催物などの開催に
伴う消防特別警戒を実施し、災害の
発生を未然に防止します。

防火防災に関する知識・技術について、
住民指導の機会をとらえ、地域住民に
普及・啓発を図り、防災行動力の向上を
図ります。
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件　数 人　員 件　数 人　員 件　数 人　員 件　数 人　員 件　数 人　員

火　災 10 98 3 6 9 21 5 19 27 144

水　災 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他
（火災、水災以外の災害）

0 0 0 0 2 6 0 0 2 6

115 710 177 707 123 444 52 519 467 2,380

468 937 273 2,180 395 1,791 178 2,701 1,314 7,609

59 269 59 182 55 132 143 186 316 769

652 2,014 512 3,075 584 2,394 378 3,425 2,126 10,908

芝 赤　坂 麻　布

予防警戒
（警戒業務、防火防災指導等）

資料２－３

高　輪 港区合計

港区内消防団活動状況（令和5年）

教　育
（訓練、演習等）

機械整備
（積載車及び可搬ポンプ整備）

合　計

種　別

災
害
出
場



港区消防団運営委員会並びに特別区全体の答申を踏まえた対応方針について
１ 諮問事項１ 諮問事項

港区消防団運営委員会の答申 特別区全体の主な答申

◇特別区消防団震災時活動マニュアル等を活用
した実戦的、効率的な訓練の推進

◇署隊の装備や資器材に関する教育訓練及び署
隊と連携した実戦的な訓練の推進

◇到達目標の明確化と実効性のある計画の策定
◇通信の途絶を想定した情報収集、伝達訓練の
推進

〇特別区消防団震災時活動マニュアル等を
活用した実戦的な訓練及び署隊と連携し
た訓練の推進

〇実際の街区を使用した震災想定の実戦的
な訓練の推進

〇消防団が主体となった総合的な訓練の推
進

大規模地震発生時における特別区消防団の消火活動能力を向上させる方策はいかにあるべきか

（審議期間：令和３年１０月から令和５年３月まで）

Ⅰ 本業等をもち、時間等の制約がある消防団員が
効率的・効果的に活動能⼒を向上させる⽅策

１ 実戦的活動⼒の向上関係

２ 研修等の充実関係

３ 訓練環境の充実関係

Ⅱ デジタル環境を有効活⽤した知識・判断⼒等の向上⽅策

１ 現⾏のデジタル環境の活用関係

２ 新たなデジタル環境の整備関係

Ⅲ 消⽕活動能⼒を低下させないための⼊団促進及び充⾜率
の維持向上⽅策

１ 若い世代の団員確保関係

２ 募集広報の充実・強化関係

３ 各種制度の利活用関係

Ⅳ 効果的かつ負担軽減した装備資機材の検討

１ 新たな資機材関係

２ 軽量化など負担軽減関係

対応⽅針

□新たな訓練モデルの提示・検証による実
戦的活動⼒の向上

□積載⾞による出場から放⽔まで等の⼀連
の火災対応訓練の推進

□消防団訓練指導ﾏﾆｭｱﾙ等の整備による主体
的な活動の定着化

Ⅰ 本業等をもち、時間等の制約がある消防団員が効率的・効果的に活動能⼒を向上させる⽅策

３ 主な答申内容及び対応方針３ 主な答申内容及び対応方針

２ 審議項目２ 審議項目

１ 実戦的活動⼒の向上関係

資 料 ３
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港区消防団運営委員会並びに特別区全体の答申を踏まえた対応方針について
港区消防団運営委員会の答申 特別区全体の主な答申

◇部隊の統括、指揮に関する研修における受講
人員の増強

◇職員の消防団に対する指導能⼒の向上を目的
とした研修

〇消火班等に特化した研修や教育など教育
訓練の充実

〇職員と団員が同⼀研修に参加するなどの
統⼀的な教育の推進

〇消防学校が⾏う研修や資格取得講習の受
講人員の増強

◇日中だけでなく夜間も訓練可能な大規模な訓
練場所の確保

◇解体予定の建物を活用した訓練の推進

〇消防署訓練施設や⽅⾯訓練場などの更な
る活用

〇区など関係機関等と連携した新たな訓練
場所の確保や総合的な訓練を実施できる
大規模な訓練場の整備

対応⽅針

□可搬ポンプ実技講習の試⾏・検証
□消防学校研修や各種講習のｱﾝｹｰﾄや時勢を
踏まえた随時⾒直し

□消防団の消防学校研修への職員の聴講の
検討

□消防署訓練施設や⽅⾯訓練場を有効に活
用した訓練の推進

□区など関係機関と連携した訓練場所の確
保推進

２ 研修等の充実関係

３ 訓練環境の充実関係

Ⅱ デジタル環境を有効活⽤した知識・判断⼒等の向上⽅策

港区消防団運営委員会の答申 特別区全体の主な答申

◇ｅーラーニングの活用とコンテンツの充実
◇オンラインによる集合教養
◇訓練時の遠隔指導と録画映像による振返り訓
練

◇団員間での意⾒・情報交換への活用

〇オンライン教養や遠隔による訓練指導の
推進

〇訓練録画映像による振返り訓練の推進

◇災害活動のロールプレイング、災害対応や指
揮判断等のソフトの導入

◇ＱＲコードを活用した各種資器材の動画等の
アプリの導入

◇タブレット端末やWI-FI機器の増強
◇ARやVR等の技術を活用した訓練施設、体験
型施設の整備

〇災害対応や指揮の判断等ができるアプリ
の開発や導入

〇二次元コード活用による各種資機材の取
扱説明動画の導入

〇ARやVRなど最新のデジタル技術を活用
した訓練環境の導入

対応⽅針

□東京消防団e-ラーニングシステムの更新
による利便性の向上

□タブレット端末を有効に活用した教養や
訓練の推進

□各種資機材取扱い動画等にアクセスでき
る二次元コード読取り⽅式の導入検討

□ARやVRなどの技術を活用した訓練導入
に向けた調査研究（ARやVRなどの調査
研究委託）

２ 新たなデジタル環境の整備関係

１ 現⾏のデジタル環境活用関係
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港区消防団運営委員会並びに特別区全体の答申を踏まえた対応方針について
Ⅲ 消⽕活動能⼒を低下させないための⼊団促進及び充⾜率の維持向上⽅策

港区消防団運営委員会の答申 特別区全体の主な答申

◇学校、企業等との連携
◇学⽣や若⼿職員を対象とした体験入団の導入

〇若年層へSNSでの情報発信、インター
ネット広告の充実

〇学⽣や企業の若年層を対象とした募集や
体験入団の推進

〇現役団員との座談会の実施

◇区報の１⾯を活用した特集記事による広報
◇⼥性や学⽣などの対象に応じたリーフレット
を活用した募集広報

◇負担が少なく資格や能⼒を活かせる、機能別
団員制度を活用した入団促進活動

◇学校や教育委員会と連携した、学⽣の年代に
合わせた入団促進活動の推進

◇団員へのインタビュー動画の作成
◇SNSによる情報発信とコミュニティーの作成

〇SNSの活用やインターネット広告による
募集の強化

〇対象別（学⽣、⼥性など）リーフレッ
トを活用した募集広報

〇団員のインタビュー動画の充実

◇大学での若⼿消防団員による特別区学⽣消防
団活動認証制度の周知

◇退団者、退団予定団員、退職消防職員に対す
る大規模災害団員制度を活用した人員の確保

〇消防団協⼒事業所及び制度の周知
〇学⽣消防団認証制度のメリットの周知・
付加価値の検討

〇大規模災害団員制度等による団を継続で
きる環境の推進

対応⽅針
□HP、SNS等を活用した消防団活動に興味
を抱く情報発信の推進

□あらゆる機会で消防団活動の⾒学や資機
材等の展示の推進

□現役消防団員との座談会の実施⽅法の検
討

□インターネット広告による募集広報の拡
充

□「東京消防団エントリーシート」を活用
した入団促進

□団員インタビュー動画等を活用した地域紹
介や消防団の魅⼒が伝わる広報の推進

□消防団協⼒事業所による社会貢献や消防
団PRの強化

□学⽣認証制度の周知による募集広報の強
化

□大規模災害団員制度等の更なる周知と
活用による退団への対策の強化

３ 各種制度の利活用関係

２ 募集広報の充実・強化関係

１ 若い世代の団員確保⽅策
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港区消防団運営委員会並びに特別区全体の答申を踏まえた対応方針について
Ⅳ 効果的かつ負担軽減した装備資機材の検討

港区消防団運営委員会の答申 特別区全体の主な答申

◇資機材等の搬送⾞を常置できる格納庫の設置
◇少人数でも効率的な活動ができるよう、アシ
スト付きホース延⻑台⾞、キャスター付ホー
スバッグ及び背負い式ホースバッグ等の導入

◇⻑時間活動の負担を軽減する、台座付きの放
⽔銃や開閉コック付きノズルの導入

〇ホース延⻑など、より迅速かつ負担軽減
可能な資機材整備（ホースバック、電動
のホース延⻑台⾞等）

〇震災時等に備えた大量放⽔できる消火資
機材の整備（台座付き放⽔銃、大量放⽔
可能な軽量ＧＮ等）

◇既に配置されている資機材の軽量・コンパク
ト化や耐久性の向上

〇油圧救助資機材や⼿引き可搬ポンプ搬送
台⾞など、各既存資機材の軽量化やコン
パクト化、電動化の検討

〇既存資機材の整理統合の検討

２ 軽量化など負担軽減関係

対応⽅針

□震災時等、迅速にホース延⻑できるホー
スバックの整備

□資機材の電動化や新しい技術を取り入れ
た資機材の導入検討

□消火能⼒や安全管理向上のための資機材
の導入検討

□更新に合わせた既存資機材の軽量化やコ
ンパクト化など市場の開発動向の注視と
検討

１ 新たな資機材関係

4



資料４





港区消防団運営委員会への諮問について

１ 諮問事項１ 諮問事項

３ 諮問の趣旨３ 諮問の趣旨

資 料 ５

特別区消防団は、地域になくてはならない代替性のない存在であり、地域防災力の中核として、住民の負託
に応えてきたところです。

さらに、本年（令和５年）は、関東大震災から１００年の節目の年であるなど、消防団への期待はさらに高
まっており、東京の安全安心を守っていくためには地域防災力の中核を担う消防団が、将来にわたって更に充
実し、消防団としての役割を果たしていく必要があります。

一方で、特別区においては、人口が２０３５年ごろに減少に転じ、２０５０年をピークに高齢化が進行する
と予測されているほか、近年は、ＤⅩの進展によるテレワークなどの働き方の多様化や、単身世帯の増加によ
る地域コミュニティの希薄化など、社会情勢は常に変化しているところです。

このことから、各消防団や各区の特性なども踏まえながら、変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織
力を向上させ、住民の負託に応え続ける方策について諮問するものです。

令和５年８月から令和７年３月まで（１年８か月）

〈審議回数：令和５年度１回、令和６年度２回 計３回〉

２ 審議期間２ 審議期間

変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織⼒を向上させ住⺠の負託に応え続ける⽅策はいかにあるべきか

1



課題と検討事項（港区消防団運営委員会諮問）

課題
変化及び成⻑することにより、活動⼒を地域で発揮していくことが重要である。

活動を継続したいと
思える組織の活性化⽅
策について、検討する。

変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織⼒を向上させ住⺠の負託に応え続ける⽅策はいかにあるべきか
諮問

最新の技術等を考慮し
た活動環境の改善⽅策に
ついて検討する。

① 団活動によりやりが
いを持てる⽅策の検討

② 資格取得講座の拡充
等の検討

③ 多様な主体と協働に
よる地域密着型の各種
講習や教養講座の検討

消防⼒維持のため、
計画的な人材育成⽅
策について検討する。

地域に尽⼒している
消防団を地域住⺠によ
り知ってもらう⽅策に
ついて検討する。

① 経験が浅い団員への
教育訓練体制や目標、
内容の検討

② 経験豊富な団員によ
る訓練指導体制の検討

③ 操法訓練と実動訓練
の目安などの検討

④ 訓練効果の確認⽅策
について検討

① 積極的な災害活動の
定着化と区等と連携し
た普及⽅法の検討

② 地域から、より理解
と信頼を得る消防団づ
くりの検討

検討の⽅向性

検討事項１

① 災害への出場命令や団
員間の情報伝達の⽅法の
検討

② 消防団事務の効率化が
可能なタブレットを活用
したシステムの検討

③ 各種資機材の更新に合
わせた仕様変更等の検討

検討事項２ 検討事項３ 検討事項４

検討の⽅向性 検討の⽅向性 検討の⽅向性
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港区内消防団現勢 資料６

（令和５年１２月１日速報値）

芝 麻　布 赤　坂 高　輪 23区

220 120 130 110 16,000

220 98 111 108 13,850

100.0% 81.7% 85.4% 98.2%

86.6%

男性 125 75 94 79 10,718

女性 95 23 17 29 3,131

男性 56.8% 76.5% 84.7% 73.1%

女性 43.2% 23.5% 15.3% 26.9%

男性 77.4%

女性 22.6%

0 4 0 0 186

人数 112 75 61 83 10,659

% 50.9% 76.5% 55.0% 76.9%

男性 86 60 52 64 8,520

女性 26 15 9 19 2,139

区(都)平均 77.0%

人数 49 21 46 18 2,111

% 22.3% 21.4% 41.4% 16.7%

男性 36 13 40 11 1,616

女性 13 8 6 7 495

区(都)平均 15.2%

事業所数 11 1 6 4 357

団員数 22 2 15 5 1,008

人数 59 2 4 7 1,080

% 26.8% 2.0% 3.6% 6.5%

男性 3 2 2 4 583

女性 56 0 2 3 497

区(都)平均 7.2%

平均 44.7 50.6 52.5 52.3

男性 53.6 51.2 52.6 52.7 51.5

女性 33.0 48.5 52.4 51.0 47.5

区(都)平均 50.5

 

91.3%

72.8%

27.2%

64.8%

25.5%

9.7%

48.9

居住地団員

勤務地団員

協力事業所

学生団員

平均年齢

大規模災害団員数

内訳(%)

内訳(人数)

区(都)平均
（%）

所　　属

定数

現員数（居住・勤務・学生）

充足率

区(都)平均（%）



                                         資料 ７   

港区消防団運営委員会日程 

（担当 麻布消防署） 

回数 開催日程等 議 題 

令和５年度 

第１回 

日時：令和６年１月２３日(火) 

時間：１０時００分から 

１１時００分まで 

会場：港区役所９階 

９１１～９１３会議室 

１ 令和３年度諮問に対する港区消防団

運営委員会並びに特別区全体の答申を

踏まえた対応方針について 

期間:令和 3 年 10 月から令和 5 年 3 月 

 

２ 令和５年度港区消防団運営委員会へ

の諮問事項及び対応方針について 

【諮問事項】 

「変化する社会情勢に適応し特別区消防

団の組織力を向上させ住民の負託に応

え続ける方策はいかにあるべきか」 

 

３ 今後の審議予定等について 

 

令和６年度 

第１回 

日時：令和６年７月下旬～８月上

旬 

会場：未定 

時間：未定 

１ 港区消防団運営委員会答申(案)につ

いて 

 

２ 今後の審議予定等について 

令和６年度 

第２回 

日時：令和７年２月中 

会場：未定 

時間：未定 

１ 港区消防団運営委員会答申(案)に

ついて 

※ 令和６年度第１回の開催日等は事務局で調整し、決定次第お知らせいたします。 

※ 港区消防団運営委員会の答申については、令和７年３月末までに東京消防庁防災部消

防団課（事務局）に提出する予定です。 


